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Organization)が，国際標準規格 ISO 9000を 1987年に制定している．国内では，
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た事故件数は，2009年は 3824件，2010年は 4267件，2011年は 3195件である．
このデータは登録日をベースにしてカウントされているので，データベース
（2015年 8月 1日現在）検索を利用し，2005年から 2014年の製品事故件数を
検索し，事故の発生年別に整理した結果を表 1-1，図 1-2に示す． 
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2005 2284 884 1400
2006 3343 1364 1979
2007 4819 2321 2498
2008 4874 2509 2365
2009 4091 2290 1801
2010 3498 1863 1635
2011 3172 1614 1558
2012 2844 1292 1552
2013 2905 1280 1625
2014 1544 753 791
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IECの標準規格は，図 1-5に示すように，タイプ A規格，タイプ B規格，タイ
プ C規格の 3つの階層に分かれている [11]．タイプ A規格は，基本安全規格と
よばれるものでリスクアセスメントなどの基本概念，原則，要求事項を規定し
た規格であり，ISO/IEC Guide 51，ISO 12100，ISO 14121 [12]などがこれに該
当する．タイプ B規格にはグループ安全規格と呼ばれ，プロセス，製品群に対
しての安全規格があり，この規格には，機能安全を規定した IEC 61508，ISO 12100
がこれに該当する．タイプ C規格は，個別製品毎に IEC 60335 [13]，IEC 60065 












ISO 12100-1,-2, ISO 14121 
ISO/IEC Guide 51 
IEC 61508, ISO 12100 
 IEC 60065, IEC 60335 
  IEC 60950, IEC 62368 

















図 1-6 リスクアセスメントの例 [11] 
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と定めている．これは，5年の策定期間を過ぎたプロジェクトは再考するための
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[32]． Stemberは，PVシステムを Reliability，Availability， Maintainability
の観点からエネルギー効率を評価した [33]．Garroは，PVシステムにおける信

























を紹介している [41]．また，プリント・電子機器分野 [42]に対する FMEA，FTA
の応用を報告している．和田は，製品安全確保のための解析技法の開発と活用




















































































































国際標準規格にある IEC TR 62380のプリント基板とその部品の故障率のテク
ニカルレポートが発行されている．過去の事故例のフィールドデータから部品




























































図 1-7 本論文の構成 
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第２章 ハザードベース FTA 
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図 2-1 品目別事故件数割合 
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事故要因 事故件数 事故要因 事故件数
ヒータ 3036 外郭 1197
ヒューズ 2099 ダイオード 751
抵抗 1774 電池 686
電源コード 1766 プリント基板 188
トランス 1744 LED 70
コンデンサ 1665 バリスタ 39
スイッチ 1664 音圧 3
モータ 1287 光源 2
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表 2-3 製品の構成部品と故障事象 































CRT ガラス管 破損・劣化による爆縮 
外郭/エンクロージャ 外装 外部からの異物の混入 
電池 化学物質 液漏れや落下による内部短絡
による発火 
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関わる内容を FTA図の第 2階層以下に展開していく． 
 
 
図 2-3 製品の構成図と信頼性ブロック図 
 
- 29 - 
 
 

















































- 31 - 
 
 
図 2-6 扇風機の従来の FTA図 
 
2-3. ハザードベース FTA に基づく製品安全評価手法の提案 
2-3-1. ハザードベース FTAによる安全評価 







活電化機器の標準規格 IEC 60335，テレビジョン機器の標準規格 IEC 60065，情
































図 2-7 IEC 62368の 3ブロック安全モデル 









表 2-4 傷害の程度による危険源の区分 
 
 










量化が図られると考える．感電の危険に関しては IEC TS 60479-1 [55]で心室細
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動を引き起こす電流値を基に基準が定められている．また，やけどの危険に関






































a) 従来の機能ベースの FTA 
 
 
b) 提案するハザードベース FTA 
図 2-8 従来の FTAと提案する FTAの相違 
  




































































































































∑ 𝑓𝑓1(𝐻𝐻𝑖𝑖)𝑁𝑁𝑖𝑖=1 × 𝛼𝛼𝑖𝑖                          (2-1) 
ここで，式(2-1)の𝛼𝛼𝑖𝑖は次の通りである． 
         𝛼𝛼𝑖𝑖 =１ × 𝐹𝐹𝑖𝑖 + 𝑓𝑓2(𝑆𝑆𝐺𝐺𝑖𝑖) × 𝑅𝑅𝑖𝑖 
                 𝑅𝑅𝑖𝑖 =  exp (−𝜆𝜆𝑖𝑖𝑡𝑡) 






ると仮定し， 係数 1（減衰がない事を示す）に不信頼度 Fiを乗じ，正常動作時
は，セーフガードの等級に応じた初期減衰係数𝑓𝑓2 (SG|SG=1 or 2)に信頼度を乗じ
減衰係数の期待値として求める．この減衰係数は，クラス 3 のエネルギーレベ
ルが強化セーフガードによりクラス 1 のエネルギーレベルに減衰するように，
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また，クラス 2 エネルギーレベルが，基礎セーフガードによりクラス 1 エネル
ギーレベルに減衰するように，セーフガードの初期減衰係数を 𝑓𝑓2（SG|SG=2）











(Hi=1) Class 2 (Hi =2) Class 3 (Hi =3) 
𝑓𝑓1(𝐻𝐻𝑖𝑖) 60 120 180  
 
表 2-6は，各セーフガードの信頼度を R=0.9として，IEC 62368-1によるハザ
ードクラスとセーフガードからリスクレベルの計算結果である． 




レベル   
セーフガード リスクレベル  Risk R=0.9 （R:信頼度） ｸﾗｽ H 𝑓𝑓1(H) ｸﾗｽ SG 𝑓𝑓2(SG) 




やけど 1 60 Enclosure 23.82 
2 0.33 
転倒 1 60 Interlock system 36.96 
1 0.50 
火災 2 120 Thermal Fuse  66.00 
1 0.50 
Enclosure 66.00 
 1 0.50 
 
 





リスクレベル Riskは 71.46となる．クラス 2とクラス 1のしきい値を 90
とした場合は，リスクレベルはクラス 1の安全なレベルに防護されている 
2) 「火災」については H=2, f1=120と低いが，セーフガード（温度ヒューズに
よる予防）により（SG=1, f2=0.50），リスクレベル Riskは 66.00となる．

































図 2-11 扇風機の構成図 
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𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑅𝑅) = 𝐻𝐻𝐿𝐿𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑅𝑅) × 𝛼𝛼𝑖𝑖                     (2-2)  
ここで，𝛼𝛼iは，セーフガード iの減衰係数で，以下のとおりである．  
α𝑖𝑖 = 1 × 𝐹𝐹𝑖𝑖 + 𝑓𝑓2(𝑆𝑆𝐺𝐺𝑖𝑖 ) × 𝑅𝑅𝑖𝑖 
𝐹𝐹𝑖𝑖 = 1 − exp (−𝜆𝜆𝑖𝑖𝑡𝑡), 𝑅𝑅𝑖𝑖 = exp (−𝜆𝜆𝑖𝑖𝑡𝑡) HLout (i)は，HLin(i)に減衰係数αiを乗じたものである．αiは，セーフガードの
故障率をλiとして，セーフガードが故障している場合を想定して不信頼度 Fiに
対して 1を乗じたものと，また，セーフガードが正常に機能している場合を想











1: モータ/コイルの絶縁不良,2:ＩＣスイッチの故障,3: コンデンサ故障, 
4: 外部からの異物混入， 5: 半導体ＩＣの内部短絡,6: 電源プラグの間欠短絡, 
7: 異物混入による間欠短絡, 8: コード屈曲による断線と間欠短絡, 























図 2-12 扇風機のハザードベース FTA 
 
図 2-12は，扇風機の電気エネルギーに関するハザードに着目した HB-FTA 
(Hazard Based Fault Tree Analysis)を示す．この例では，先に示した故障事
象により同定したエネルギー源を①〜⑫にハザードクラス Hiに応じたエネルギ
ーレベル f1(Hi)を割り当てる．エネルギー源の①〜⑫は，故障による顕れる電圧
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してエネルギー源①に関してセーフガード 1の出力 HLout(1)は次のようになる． 
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HLin(13) = HLout(1)+HLout (2)+HLout (3)+HLout (4)+HLout (5)       (2-4) 
HLin(14) = HLout (6)                     (2-5) 
HLin(15) = HLout (7)+HLout(8)+HLout (9)                    (2-6) 







              𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = 1
12
(𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(13) + 𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(14) + 𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(15) + 𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(16))       (2-8) 
 
 ここで，HLout(i)はセーフガード iの出力エネルギーレベルである．図 2-14に，




ｴﾈﾙｷﾞー源 HL in (i ) f 2 (SG ) 故障率λi
① 120 0.5 1.00E-05
② 120 0.5 5.00E-07
③ 120 0.5 1.70E-07
④ 120 0.5 1.10E-04
⑤ 120 0.5 5.00E-07
⑥ 120 0.5 5.00E-07
⑦ 120 0.5 1.10E-04
⑧ 120 0.5 1.70E-05
⑨ 120 0.5 1.70E-05
⑩ 120 0.5 1.10E-04
⑪ 120 0.5 1.70E-05
⑫ 120 0.5 1.70E-05
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      𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = 1
12

















HL’in(13)=HLin(13)×αA                                     (2-10) 
HL’in(14)=HLin(14)×αB                                    (2-11) 
HL’in(15)=HLin(15)×αC                                     (2-12) 
HL’in(16)=HLin(16)×αD                                    (2-13) 
 
𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(𝑅𝑅) = 𝐻𝐻𝐿𝐿′𝑖𝑖𝑖𝑖(𝑅𝑅) × 𝛼𝛼𝑖𝑖  (i=13,14,15,16)                           (2-14) 
𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅𝑅 = 1
12
�𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(13) + 𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(14) + 𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(15) + 𝐻𝐻𝐿𝐿𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜(16)�            (2-15) 
同様に，セーフガード Aとセーフガード Bのみを追加した場合を「追加セー
フガード A＋B」，セーフガード Aとセーフガード Cのみを追加した場合を「追加
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 第 3章 事故報告データベースに基づく故障率の評価手法の提案 
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表 3-1 製品品目別事故件数 
 
 製品安全ジャーナル No.10,表５ p.6より筆者が作成 
 
2001年から 2007年の経年劣化による製品事故の発生件数の 254件数のうちコ
















品目　　　　　　年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 合計
扇風機 2 8 39 16 6 71
ブラウン管型テレビ 10 14 24 11 11 70
照明器具 2 2 10 9 9 32
ガス給湯器 1 6 13 2 2 24
ガスふろがま 2 10 5 4 1 22
電気カーペット 3 3 8 7 1 22
石油給湯機 11 7 2 1 0 21
電子レンジ 1 7 6 3 2 19
エアコン 4 6 4 2 1 17
換気扇 1 3 4 4 2 14
冷蔵庫 5 5 2 1 1 14
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図 3-1 エアコンと扇風機の出荷台数 
 
 












2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011
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表 3-2 扇風機の事故要因の調査 
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図 3-2 扇風機の事故要因の割合 
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したがって，時刻 ti （ただし，i=1, 2, …）において残存している未故障の稼
働製品数を N(ti)，時刻 ti における微小単位時間を Δt=ti＋1-ti ，その間に生じる
総故障件数を n(ti)とするとき，n(ti)/N(ti)= λ(ti)Δtの定義より，故障率 λ(ti)は，
次式で表される．故障率の次元は，（1/hour）となる． 
𝜆𝜆(𝑡𝑡𝑖𝑖) = 𝑖𝑖(𝑜𝑜𝑖𝑖)𝑁𝑁(𝑜𝑜𝑖𝑖)Δ𝑜𝑜                         (3-1)


















- 61 - 
 
表 3-4 総出荷数と使用期間毎に故障件数 
 
 







1967 1968 1969 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976
563292 630149 702602 780870 865176 955741 1052786 1156534 1267206 1385023
0～5year 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
5～10year 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
10～15year 0 0 1 0 0 0 0 0 0 0
15～20year 0 0 0 2 1 1 0 0 0 0
20～25year 0 0 0 2 0 1 0 0 0 0
25～30year 0 1 0 0 0 0 0 1 0 0
30～35year 0 1 1 2 1 1 1 3 4 0
35～40year 0 4 10 8 4 3 0 1 0 1
40～45year 3 5 0 0 0
3 11 12 14 6 6 1 5 4 1
1977 1978 1979 1982 1986 1990 1992 2003 2004 2005
1510207 1642979 1783561 2254382 3004923 3682270 3679991 1852169 1671585 -
0～5year 0 0 0 0 0 0 0 0 0 1
5～10year 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0
10～15year 0 0 1 0 0 0 0
15～20year 0 0 0 0 0 0 1
20～25year 0 1 0 0 1 1
25～30year 0 0 0 1 0
30～35year 1 0 0
35～40year
40～45year
1 1 1 1 1 1 1 2 1 1




Year of sh ipment




Year of sh ipment




15 5.82E-10 2.63E-10 2.38E-10
20 5.82E-10 2.38E-10
25 3.61E-10 1.97E-10
30 3.61E-10 3.23E-10 5.82E-10 2.63E-10 2.38E-10 2.16E-10 5.9E-10 7.17E-10
35 1.44E-09 3.23E-09 2.33E-09 1.05E-09 7.13E-10 1.97E-10 1.64E-10
40 1.21E-09 1.8E-09
























図 3-4 事故報告例から計算された扇風機の故障率 
 
3-3-2. IEC TR 62380 の適用による故障率 
我が国では，データ提供は企業間競争力や事故の裁判対応問題から容易では
なく，各データを取りまとめることも困難な状況であるので，海外のデータを



























)/exp(' kTEAL a⋅=                            (3-2) 
ここで，Lは寿命（hour），A’，Ea，kは定数，Tは環境温度（℃）である． 
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表 3-6 環境パラメータと動作プロファイル 
tac (℃) t1 ton toff Phase 
57 0.1 0.1 0.9 
n1(cycle/year) tae (℃) ∆T1(℃) 
550 30 27 
 
これらの値を用いて，IEC TR 62380の計算手法を用いると，故障率は， 
2.35×10-10(/hour)となる． 
図 3-5 に IEC TR 62380 による故障率の計算結果を図中の点線に示す．IEC 
TR_62380 の手法で求めた値とフィールドデータから得られた故障率の平均値で
は，使用年数 30年までの値は良い一致を示していることが分かる．これらのこ
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3-4. IEC TR 62380 の故障率の HB-FTAへの適用 
故障率の算出方法を提案し新たにフィールドデータから算出した故障率の平
均値が IEC TR 62380から求めた故障率と一致したことにより，IEC TR 62380か
ら求める故障率は実使用環境での故障率を示すものと考える．このように事故
事例より算出された故障率に近い数値を得られた IEC TR 62380から算出された
故障率を用いて 2章の HB-FTAの扇風機のリスクレベル評価に適用する． 
表 3-6の環境パラメータを適用し主要の部品を IEC TR 62380により求められ
る故障率の算出データを以下の表にまとめる．表中のセーフガード番号は図
2-12の FTA図のセーフガード番号を示す．セーフガード 1，3，6，14と 16の部
品の故障率を IEC TR 62380で求められた故障率と置き換えている． 
  
表 3-7 IEC TR 62380から求めた部品の故障率の更新 
セーフガード番号 主要部品 故障率(1/hour) 
1 モータ 7.2×10-9 
2,5 IC 5.0×10-7 
3 コンデンサー 2.3×10-10 
4,7,13,15 外郭，絶縁物 1.0×10-4 
6 ヒューズ 1.0×10-10 
11,12 絶縁被覆 1.7×10-5 
14 バリスタ 1.0×10-10 







で，IEC TR 62380のデータブックを参照することの妥当性が示すことができた． 
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図 3-6 扇風機のリスクレベル 
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_TR_62380 のテクニカルレポートで求められる故障率と近似する値となること
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第４章 故障率の確率分布特性評価 
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図 4-2(a) 摩耗故障の場合の等価故障率への換算 
 
図 4-2(b) ①のデータを Ncに対する等価故障率への移動 
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図 4-2(d)  Ncにおける等価故障率分布 
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図 4-2(e) 偶発故障領域の場合の等価故障率分布 
































図 4-3(b) 観測点 Nc =27.5年における等価故障率 
 
図 4-3(c) 観測点 Nc =32.5年における等価故障率 
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図 4-4(b)  Nc =22.5年とした場合の等価故障率分布（ワイブル分布） 
 
図 4-4(c)  Nc =22.5年とした場合の等価故障率分布（対数正規分布） 
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図 4-5(a)  Nc =27.5年とした場合の等価故障率分布（正規分布） 
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図 4-5(c)  Nc = 27.5年における等価故障率分布（対数正規分布） 
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図 4-6(a) 観測点 27.5年における等価故障率分布 
 
 
図 4-6(b) 観測点 27.5年における等価故障率分布 
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図 4-6(c) 観測点 27.5年における等価故障率分布 
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用環境温度30℃(JIS C9601:2007)を用いて，表 4-1(a)に示すプロファイル Case-1
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表 4-1(a) 環境パラメータと動作プロファイル case-1 (日本の環境) tac（℃） τ1 τon τ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 Phase 
57 0.1 0.1 0.9 n1(cycle/year) tae（℃） 
T1(℃) 
550 30 27 
 
表 4-1(b) 環境パラメータと動作プロファイル case-2（劣悪な使用環境） tac（℃） τ1 τon τ𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜𝑜 Phase 
80 0.1 0.1 0.9 n1(cycle/year) tae（℃） 
T1(℃) 
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図 5-1 製品ライフサイクルにおける安全要件の抽出とそれによるリスク軽減 
















































































図 5-3 全社の製品安全統括体制 


































































































人 電気安全環境研究所（JET）， 一般財団法人 日本品質保証機構（JQA）， 
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図 6-1 HB-FTAを適用した製品安全評価手法 
 
製品安全評価手法の提案においては，ハザードに着目した家電製品のリスク







































第 4章では，さらに発展的研究として，IEC TR 62380では故障率のばらつき
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 (b) 欧州の場合 

















米国では，CPSC(Consumer Product Safety Commission：消費者製品安全委員
会)が特定した品目に適用される消費者製品安全法(CPSA)が制定されている 
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て発火 
 ブラウン管 TV内部からの出火 
 電気ヒータの芯線の傷によるスパーク 
































































































































































- 113 - 
 
研究業績 
学 術 誌 論 文 
1. 原田泰男 倉敷哲生 「製品の事故データベースを利用した構成部品の故障率とそ
の確率分布の決定」,  材料 第 64巻 第 3号 196～202ページ 平成 27年 3月 
（査読付き） 
国 際 学 会 論 文 
1. Yasuo Harada, Norakarntiansin Waris, Tetsusei Kurashiki, Masaru Zako, “A study on a 
management system for pursuing product safety of consumer electrical products using 
Hazard based assessment” , pp.33-38, IEEE Symposium on product compliance 
engineering, 2012, DOI:10.1109/ISPCE.2012.6398289（査読付き） 
2. Yasuo Harada, Tetsusei Kurashiki, Norakarntiansin Waris, Masaru Zako, “Estimation of 
failure rate of consumer products based on components failure rate and its product safety 
assessment” , pp.13-17, IEEE Symposium on product compliance engineering, 
2013,DOI:10.1109/ISPCE.2013.6664161 （査読付き） 
国 内 会 議 論 文 
1. 原田 泰男  倉敷 哲生 「ハザードベースＦＴＡに基づく製品安全性評価手法の提
案」 pp.286-291, 第8回 構造物の安全性・信頼性に関する国内シンポジウム
(JCOSSAR2015), A論文 (査読付き) 
学 会 発 表 
1. ○Yasuo Harada, Tetsusei Kurashiki, Masaru Zako, ”Hazard based safety assessment for 
consumer electric household products”, IEEE Symposium on product compliance 
engineering,  pp.1-3,2011 IEEE International Symposium on product safety compliance 
Engineering, DOI: 10.1109/PSES.2011.6088258 
2. 〇原田 泰男 倉敷 哲生 「製品事故データベースを利用した構成部品の故障率
とその確率分布の決定」第 28回信頼性シンポジウム，2014年 11月 
3. 〇原田 泰男  倉敷 哲生 「ハザードベースＦＴＡに基づく製品安全性評価手法の
提案」, 第 8回 構造物の安全性・信頼性に関する国内シンポジウム JCOSSAR，
2015年 10月 




本研究は，大阪大学大学院 工学研究科 ビジネスエンジニアリング専攻 




大阪大学 工学研究科 ビジネスエンジニアリング専攻 教授 大村 悦二 
博士，同専攻 教授 上西 啓介 博士 ならびに，同研究科 マテリアル生
産科学専攻 荒井 栄司 博士に対して厚く御礼申し上げます． 
また，大阪大学 名誉教授 座古 勝 博士には，研究課題設定から論文作
成に亘り多大なご指導と，貴重なご討論を賜り，厚く御礼を申し上げます． 
 本研究の背景である製品安全規格策定を担当する IEC TC108 委員会の方々に
は本研究の動機形成に多大な影響となった国際標準化会議へエキスパ―トとし
て派遣して頂いたことを深く感謝申し上げます．  
 本研究の機会を頂きましたパナソニック株式会社 環境・品質センター 所
長 稲垣 道世様，同センター 部長 渡辺 善規様（現 日本規格協会）に
感謝申し上げます． 
最後に，本研究を推進するにあたり理解し支えてくれた家族に深く感謝しま
す． 
 
